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福島町まちづくり行財政推進プラン 
 

 

 

⦿ はじめに 
 

   当町では、松前町との合併協議が整わなかったことを受けて、当面、自立した町

づくりを進めていくことを基本として、多くの町民の方々に参画いただいた「福島

町自立プラン策定委員会」より提言を受けて、平成１８年１月に「福島町自立プラ

ン」を策定しました。 

また、町民との協働による町づくりを進めるため、平成２１年４月には「まちづ

くり基本条例」を制定施行し、町民の権利と責務、そして議会と行政の役割と責務

を明確にし、町民自らが町づくりに参画し協働することによって、住民自治の実現

を図っていくことを目的として掲げたところであります。 

このような状況の中で、自立プランの前期期間が平成２１年度で終了することか

ら、まちづくり基本条例第３２条に基づく「まちづくり推進会議」を設置し、平成

２２年度以降５年間の町のあるべき姿として、以下に掲げる事項をベースとして真

剣に議論をいただき、「まちづくり行財政推進プラン」の提言・答申をいただいた

ところであります。 

   

    ① 財政計画に関する事項 

  

   ② 行政評価に関する事項 

  

    ③ ふるさと応援基金に関する事項 

  

    ④ その他行財政の運営に関する事項 

 

 推進会議においては、｢財政計画に関する事項｣、さらには｢その他行財政の運営

に関する事項｣を中心とした検討がなされ、その結果における答申がなされており

ます。 

町では、こうした提言を含む答申を受けて、これまで進めてきた「福島町自立プ

ラン」の基本理念である「誇りと信頼で築く町」、「漁業を核に地域の良さをのばす

町」、「勇気をもって協働で改革に挑戦」の三つの柱を町づくりの基調として、まち

づくり基本条例に基づき目標を達成するため、新たな指針として「福島町まちづく

り行財政推進プラン」を策定するものであります。 

なお、本プランの計画期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間とし

ます。 
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第 1 章 自主・自立のまちづくりに向けて 
 

 

 

１ 福島町まちづくり行財政推進プランの推進 

 

（１）財政状況と現状認識 

 

自立プラン策定前の財政推計においては、平成２１年度末に国で示す赤字再建

団体ラインを大幅に超える約１０億円の累積赤字が見込まれておりました。 

そうした赤字を極力圧縮するため、多くの町民の方々の参画をいただいて策定

された「福島町自立プラン」に基づいた緊縮型行財政運営により赤字は解消され、

現在は一定の財政調整基金の確保も出来てきているところです。 

しかし、未だに影響している世界的不況に伴い、地域経済も景気回復の兆しも

滞っており、加えて政権交代による「事業仕分け」や税制改正の方向性など不透

明な部分も多いことから、町の財政の基軸となる地方交付税などの歳入面におい

ては、予断を許さない状況が続いています。 

そのため、町においては現在の行財政の運営方針を維持しつつ、今後も健全な

財政を堅持するため、本プランの精神に則った行政運営に努めるものです。 

 

 

 

（２）まちづくり行財政推進プランの理念と目標 

 

これまで柱としてきた自立プランは、町財政が危機的状況にあることを町民の

誰もが認識し、財政の健全化を中心に据えた計画です。 

このため、「まちづくり行財政推進プラン」の推進にあたっては、これまでの自

立プランにおける基本的な考え方や事務事業の検証手法を踏襲し、まちづくり推

進会議における事務事業・施設運営・補助金等の評価結果を十分に尊重した中で、

将来的に持続可能な財政運営の推進を図ります。 

また、自治の基本である住民福祉サービスの向上に向けては、現状の事業水準

を維持するとともに、新たな課題に対しては、迅速に対応する姿勢を持って施策

の推進に努めます。 

さらに、行政のスリム化においては、引き続き、行財政改革大綱及び定員適正

化計画などとの整合性を図りながら進めるものとします。 
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２ 住民、地域、行政の役割分担の考え方 

 

（１）役割分担の考え方と方向性 

 

住民と行政の役割分担は、自立プランにおける基本的な考え方として、みんな

で知恵を出し合い「行政依存型」から「協働」へ移行する考えが定着しつつあり

ます。 

こうしたことから、今回の「福島町まちづくり行財政推進プラン」では、これ

まで効果を上げてきた「自立プラン」の検証手法を引き続き用いることとし、各

事務事業等を「廃止」「縮小」「現状維持」「拡充・推進」「その他」に分類したう

えでの評価・検証を進めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）広域行政の検討 
 

 

広域行政のあり方に関しては、自立プラン作成時に国民健康保険や老人保健、

介護保険等の医療・福祉等の近隣町連携による広域事務の可能性について検証し

た経過がありますが、各町それぞれの歴史的経過や料金体系等に相違があり、現

時点では事務の広域連携は困難であるとの結論が出されました。 

国における「定住自立圏構想」は、平成２０年１２月に要綱が公表され、概要

は、中心市と周辺自治体が共同でまちづくりに取り組む事業内容となっており、

このたびの政権交代によって不透明な部分もありますが、現在、函館市が中心に

なり、渡島管内の各市町と取組み可能な施策などの事務的な検討が進められてい

るところです。 

今後、人員等が縮小されていく中で、事務共同化による広域化は避けて通れな

い課題であり、各市町との連携を図りながら共同化が可能な事業の検証を進める

こととします。 
 

 

 

（３）国や北海道による補完について 
 

国道や道々、河川や漁港の整備及び維持は、町民の生活基盤の根幹をなすもの

であり、経済の安定や災害の防除、そして包括的な福祉の維持向上のためには、

国や北海道による政策の充実が不可欠です。 

さらに、地方交付税をはじめとする国や道の支出金は、町の収入の大きな部分

を占めており、地方分権を進め、町の独自性を発揮するためにも、国や道に対し、

財源確保に向けて独自要望や地域連携要望の強化を図ります。 

個人や家族、町内会、団体が自主性をもって行うべきもの 

費用対効果の面で廃止すべきもの 

○事務事業 引き続き行政が主体で行うべきもの 
○施設運営 縮小すべきもの 
○補助金 現状を維持すべきもの 
○大型建設事業 拡充・推進すべきもの 

その他、他会計と関連するもの 

これまで役場 

主体で行って 

きた事業など 

≪事務事業・施設運営・補助金等の評価と分類≫ 
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（４）各項目検討による財政状況について 
 

福島町まちづくり行財政推進プランにおける新たな各特別対策の財政効果額

については、自立プランでの事業仕分けの成果を勘案して、事務事業、公共施設

の維持運営、団体等への補助金等それぞれを費用対効果や今後の方向性等につい

て、全項目を検討した結果、概ね「当面は現状維持とする」と集約されたところ

です。なお、２件の「拡大と方向付けたもの」並びに人件費全般で「特例期間切

れによる独自削減が終了したと方向付けたもの」の平成２１年度対比増額は下記

の表のとおりであります。 

今後とも、突発的な大型事業や大規模な災害等の財政支出があった場合、さら

には経済情勢の更なる悪化による税収の落ち込み、国の制度改革による歳入の減

尐等、将来の見通しが不透明であることから、引き続き慎重に健全な財政運営の

取り組みに努めます。 

 

（ア）歳入の効果                           （単位：千円） 

区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

歳入の効果 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
 

（イ）事務事業費等の効果                       （単位：千円） 

区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

事務事業等の効果額 ３８０ ３８０ ３８０ ３８０ ３８０ １,９００ 

補助金等の効果額 ８５０ ８５０ ８５０ ８５０ ８５０ ４,２５０ 

計 １,２３０ １,２３０ １,２３０ １,２３０ １,２３０ ６,１５０ 
 

（ウ）人件費の効果(影響) 
 

① 町長・副町長・教育長の期末手当(特例期間終了による独自削減終了) 
(単位:千円) 

区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

期末手当 704 704 704 704 704 3,520 
 

② 議員報酬の期末手当(特例期間終了による独自削減終了)      (単位:千円) 
区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

期末手当 720 720 720 720 720 3,600 
 

③ 一般職給与等(特例期間終了による独自削減終了)           (単位:千円) 
区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

給料・手当・共済費 41,691 41,847 40,506 39,656 37,879 201,579 
 

④ 福島消防署の負担金(特例期間終了による独自削減終了)         (単位:千円) 
区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

給料・手当・共済費 12,818 13,353 13,021 11,869 11,526 62,587 
   

⑤ 臨時職員の期末手当等(一般職等の対応に準じ、改善を図るもの) (単位:千円) 
区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

期末手当 5,426 5,426 5,426 5,426 5,426 27,130 
 

  ⑥ 合 計                            (単位:千円) 
区  分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 計 

人件費全般 61,359 62,050 60,377 58,375 56,255 298,416 
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第２章 行財政改革における重点的対策 
 

 

１ 第３次福島町行政改革大綱について 

 

当町においては、昭和６０年に第１次の行政改革大綱を策定し、平成８年に第２

次、平成１６年からは第３次と、その時代に応じた見直しを行い、住民サ－ビスの

向上と健全な財政運営を目指すことを基本に行政改革に取り組み一定の成果を収

めてきました。 

   しかし、近年の急速な尐子高齢化や厳しい経済状況の中、国の三位一体改革によ

る地方交付税や補助金の削減などと相まって地方自治体を取り巻く状況は危機的

局面を迎えていることから、これまで以上に行政能力の向上と行政改革への積極的

な取り組みが必要とされています。 

   こうしたことから、平成２１年４月に公募委員を含む町民各層の委員８名で構成

する「福島町行政改革推進委員会」を設置し、第３次行政改革大綱の見直しについ

て諮問を行い、１月下旬に予定をしている答申を受け、答申に盛り込まれた意見や

提言を基本としながら、検討を加え計画期間を平成２６年度までの第３次行政改革

大綱（見直し）を策定するものとしております。 

 

 

 

 

２．第４次福島町総合開発計画後期実施計画策定の基本的考え方について 

 

第４次福島町総合開発計画については、平成１８年３月に策定し基本計画を具現

化する前期実施計画（Ｈ１８～Ｈ２１）により、まちづくりを推進してまいりまし

た。 

前期実施計画においては、計画時期を同じくする「福島町自立プラン」によって

財政健全化を維持しつつ、ローリング等の手法を用いて事業規模等に精査を加えて、

自立プランに配慮しながら水産振興を中心とした産業振興策、さらには、急激な尐

子高齢化が進展する中、公営住宅の建替えや生活支援ハウス運営事業等による生活

環境の整備並びに健康・福祉の充実を図るとともに、高度通信情報化社会に対応し

た施策などを実施してきたところであります。 

後期実施計画の策定にあたっては、前期計画を踏襲しながら今後とも安定的で持

続可能な財政運営に努めるとともに、各事業の実施においては、社会経済情勢や財

政状況等を踏まえて効率的・効果的な事業推進を図りながら、当町が直面する諸課

題の改善に向けて取り組むことといたします。 

本計画の実施期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５か年でありますが、

前期実施計画に引き続き総合開発計画の重点目標の達成に向けて、「水産業を中心

とした産業振興の充実・拡大」、「安心・安全なまちづくり」、「教育環境の整備」、「体

験型観光の推進」、「生活排水処理対策等による生活環境の向上」等を後期実施計画

の重点項目とした推進を図ります。 

また、これまで同様、各年度の計画執行状況や取り巻く環境の変化、財政動向な

どを勘案しつつ、各年度においてローリングを行うことといたします。 
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３ 歳入について 

 

（１）町税について 

 

町税は、平成１９年度の税制改正により、町民税の税率フラット化で一時的に

増収となったものの、今後においては、人口の減尐や経済不況の影響から所得の

落ち込みや家屋の新築等の減尐によって、減収傾向になることが想定されます。 

しかし、一方では、これまでの滞納繰越額は、国民健康保険税を含めて１億６

千万円を超える金額となっており、こうした滞納額の整理強化策の展開が大きな

自主財源の確保にも繋がることとなります。 

平成２０年度からは、全職員による夜間等における臨戸徴収体制の強化を図っ

ており、その効果も徐々にではありますが現れてきている現状にあることから、

引き続き全職員による徴収体制の強化を進めます。 

また、今後も渡島・檜山地方税滞納整理機構と連携し、より厳しい対応を図り

ながら滞納額の圧縮に努めます。 

 

 

町 税 の 収 納 額 の 推 移 
                               （単位：千円） 

区  分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

町 民 税 １５７,２６３ １７９,９４７ １８２,４６３ 

固定資産税 ２２８,９４２ ２２５,６７８ ２２６,３１３ 

そ の 他 ５８,６７８ ５７,０９１ ５４,５６３ 

小  計   ① ４４４,８８３ ４６２,７１６ ４６３,３３９ 

国民健康保険税② ２１９,３４０ ２１８,１５９ １９７,６０１ 

合  計 ①＋② ６６４,２２３ ６８０,８７５ ６６０,９４０ 

 

 

 

町 税 の 滞 納 繰 越 額 の 推 移 
                           （単位：千円） 

区  分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

町 民 税 ２３,６４４ ２４,４６０ ２８,３９７ 

固定資産税 ５０,４５５ ５４,５５４ ５６,２１７ 

そ の 他 ２１５ ３１５ ３６７ 

小  計   ① ７４,３１４ ７９,３２９ ８４,９８１ 

国民健康保険税② ８１,４２３ ８０,０２４ ８３,５９４ 

合  計 ①＋② １５５,７３７ １５９,３５３ １６８,５７５ 
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（２）使用料等について 
 

使用料については、当計画期間では現行の料金水準を維持することとします。 

なお、粗大ゴミの有料化に関しては、近隣市町の状況を勘案しながら、有料化 

   に向けた検討を進めます。 

また、保育料や町営住宅使用料における滞納額については、受益者負担の公平 

   性の観点から、徴収強化を図りながら滞納額の圧縮に努めます。 
 

使用料・手数料等の収納額の推移 
（単位：千円） 

区  分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

使 用 料 ８５,３７１ ８４,０８６ ８０,３２３ 

手 数 料 １６,６８０ １５,２２９ １５,０６９ 

分 担 金 １８,６６４ １５,４１１ １２,７０１ 

合  計 １２０,７１５ １１４,７２６ １０８,０９３ 
 

使用料・手数料等の滞納繰越額の推移 
                      （単位：千円） 

区  分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

使 用 料 ７,８２９ ７,９９５ ７,０２６ 

手 数 料 ０ ０ ０ 

分 担 金 １,０１６ ６３７ １,０３５ 

合  計 ８,８４５ ８,６３２ ８,０６１ 

 

（３）「福島町ふるさと応援基金」について 
 

「福島町ふるさと応援基金条例」を平成１８年度に制定しておりますが、町内 

   外を問わず、福島町を愛する方々から基金を募ってまちづくりのための財源に充

てるべく、関東方面に在住する福島町出身者の「北海道福島会」、さらには札幌

市や周辺の方々の「札幌福島会」をはじめとして、全国に情報発信をして「まち

づくり」への参加と応援を引き続き要請するとともに、基金の安定的な確保に努

めます。 

また、基金の「まちづくり」への活用にあたっては、町づくり推進会議等から 

   意見をいただきながら検討を進めます。 
 

ふるさと応援基金の寄付状況 
【Ｈ２１.１１.３０現在】                        （単位：件、円） 

区  分 産 業 生活福祉 人材育成 コミュニティ 指定なし 計 

町  内 
1 4 4 2 16 27 

50,000 850,305 200,000 20,000 2,507,052 3,627,357 

町  外 
11 13 8 3 64 99 

190,000 1,535,000 255,000 210,000 4,811,000 7.001,000 

小  計① 
12 17 12 5 80 126 

240,000 2,385,305 455,000 230,000 7,318,052 10,628,357 

指定変更額 213,000         0        0 297,000 -510,000 － 

寄付金合計額 453,000 2,385,305 455,000 527,000 6,808,052 10,628,357 

使ったお金② 179,000         0 140,000 396,000         0 715,000 

① － ② 274,000 2,385,305 315,000 131,000 6,808,052 9,913,357 

 ※上段（ ）は件数、下段は金額。なお、実人数は１１０人。 
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４ 行政組織について 
 

（１）町長、副町長、教育長の給与 
 

三役の給料については、平成１５年度及び平成１６年度の２度に渡り、役職に

よって８％から１８％削減して現在に至っていることから、給料は現行どおりと

します。 

なお、期末手当については平成１７年度の独自削減及び平成１８年度から平成

２１年度までの特例期間で０.７月分の独自削減を行ったもので、平成２２年３

月をもって条例に基づき特例期間が終了するため、新たな削減は行わないものと

して、平成２１年度の人事院勧告の削減率(△０.３５月分)を用いて財政推計し

ています。 

また、給料額等の変更には、あらかじめ特別職報酬審議会条例に基づき、審議

会の意見を聴くこととしています。 
 

         給料額改定の経過       （単位：円） 

区分 Ｈ14 年 4 月～ Ｈ15 年 4 月～ Ｈ16 年 4 月～ 

町 長 ８００,０００ ７２０,０００ ６５０,０００ 

副町長 ６４０,０００ ６００,０００ ５７０,０００ 

教育長 ５８０,０００ ５６０,０００ ５３０,０００ 
 

 

 

（２）一般職の職員数、給与並びに福島消防署の負担金（消防職員の給与） 
 

（ア）職員数 
 

職員の定員管理については、これまでにも行政改革大綱推進項目の柱の一つ

として策定した定員適正化計画に基づき、職員の削減に努めてきています。 

新たな定員適正化計画は、退職予定者数、採用予定者数並びに削減目標数を

明らかにして策定しているところであり、その目標職員数に基づき的確な推進

を図ります。 
 

◆ 職員の定員適正化計画(広域事務組合派遣職員を除く) 
（単位：人） 

区  分 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

全職員数 ８２ ８０ ８１ ７８ ７８ ７４ ７２ 

 
（イ）給 与 

 

職員の給与については、平成１７年度において、給料は一律８％、期末手当

は０.７月分の独自削減と、平成１８年度から平成２１年度までの自立プラン

での独自削減策として実施し、削減内容は、給料は一律５％、期末手当は０.

７月分となっています。 

なお、平成１８年度から平成２１年度まで特例期間として行った独自削減は、

平成２２年３月をもって条例に基づき特例期間が終了するため、新たな削減は

行わず、平成２１年度の人事院勧告に基づき、財政推計しています。 

今後は、給与の適正化に向けては、財政推計の動向を注視のうえ、人事院勧

告や定員適正化計画を基本とした対応に努めます。 

     福島消防署の負担金（職員の給与）については、町職員の取り扱いと連動し

た方向で進めます。 
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（３）その他の職員 

 

    臨時職員(２１年度末、２３名)においては、一般職の人件費に連動して賃金単

価の削減を行い、現在に至っていますが、一般職等給与の対応に準じ、日額賃金

の臨時職員の手当において一定の改善を図ります。 

 

 

 

（４）職員の適正配置と組織の効率化 

 

組織の効率化に向けては、平成１７年４月１日から始めたグループ制と課の集

約により着実に進められてきています。 

今後においても、年々減尐する職員数に対応できる組織づくりと職員の適正配

置に向け、グル－プ制の検証において、機構の見直し検討を進めます。 

 

 

 

（５）各種委員会 

 

委員会等の統廃合に関しては、これまでに一定程度の整理がなされており、現

在の各種委員会は、法令等によりその設置が定められているものが多くを占めて

いることから、現時点で、さらなる委員会の廃止は困難なものがあります。 

しかし、人口減尐によって委員の重複化などの傾向も生じていることから、複

数の委員会の統合や、年額、月額、日額報酬のあり方も含めて、行政改革大綱と

の整合性を図りながら、さらなる検討を進めます。 

 

 

 

５ 議員定数及び歳費等について 

 

（１）議員定数について 

 

現在の議員定数は、平成１７年度に設置された「議会活動に関する調査特別委

員会」における定数や報酬（歳費）の議論が進められた結果、平成１９年８月の

一般選挙から定数を１２人としたところです。 

平成２１年４月１日から「福島町議会基本条例」が施行されており、同条例第

１４条に基づき、議員定数は一定の条件を除いて議員による提案となることから、

本計画期間中の定数を現行の 1２人として、財政推計をしています。 

 

現在の議員定数の考え方 

Ｈ１４年４月 ～ Ｈ１９年８月 

 

選 

挙 

Ｈ１９年９月 ～ 

  

 

 

１４人 １２人 
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（２）歳費等について 
 

歳費等については、平成１７年度に報酬平均３％削減、平成１９年９月からは

定数を１２人とし、歳費（報酬）１０人分で賄うこととして削減しており、また

期末手当についても町三役と同様の独自削減を実施しています。 

歳費の改定にあたっては、議員定数と同様に議会基本条例に基づき、標準率

(額）・歳費額を町民に示した上で決めていくことになりますが、本計画期間中は

現行の歳費をもって財政推計しています。 

  なお、期末手当の０.７月分の独自削減については、平成２２年３月をもって

条例に基づく特例期間が終了するため、町三役と同様、新たな削減は行わないも

のとして、平成２１年度人事院勧告の削減率(△０.３５月分)を用いて財政推計

をしています。 
 

現在の議員歳費等 
              （単位：円） 

区 分 Ｈ１８年４月～ Ｈ１９年９月～ 

議  長 ２３４,０００ １９８,０００ 

副 議 長 １８４,０００ １５５,０００ 

委 員 長 １６５,０００ １４１,０００ 

議  員 １５７,０００ １３１,０００ 

 

 

 

６ 施設の維持管理及び社会資本整備について 

 

（１）施設の維持管理について 

 

町が管理する施設の内、役場、吉岡温泉、横綱記念館、青函トンネル記念館、

福祉センター、総合体育館などの施設においては、委託費の積算単価の見直しや

直営で臨時職員を雇用することによる管理経費の縮減に努めてきましたが、今後

も健全な運営に向けて、指定管理者制度の活用をはじめとした管理運営方法の検

証・検討に努めます。 

また、老朽化等による福島生活改善センターの解体については、地域町内会等

と十分協議をします。 

さらには、尐子化等の中で検討されてきている吉岡幼稚園を福島保育所におけ

る「認定こども園」等の受け皿確保後の統廃合対応などは、これを基本的な方向

とします。 

ほかに、生活館等の各地区会館については、当分の間、小破修繕での維持管理

に努めて参りますが、将来的には老朽化が進み施設の維持が困難な状況が予想さ

れることから、事前に当事者町内会等と協議調整を図りながら、類似施設の統廃

合の検討に努めます。 

なお、小規模施設の委託管理事業については、契約方法を検討し一括発注等を

行うことで、尐しでも経費を縮減するとともに、「役割分担の考え方と方向性」

で示すように、町内会の理解をいただいて避難路や生活に身近な部分の草刈、一

部バス停の管理清掃など、協働の精神で住民や地域の方々に主体的に取り組んで

いただく町民の協力体制の確立に努めます。 
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７ その他の重点事項について 

 

（１）ごみ減量化対策について 

 

ごみの処理費用については、広域組合等への負担金など、多額の一般財源が使

われています。 

このため、町民一人ひとりが、ごみを減らす対策を講じることが、ひいては負

担金の軽減に直接つながっていくという意識を持った取組みが必要であり、さら

なる普及啓発の展開に努めます。 

具体的には、ごみの負担金は重量で決められることから、現在も全町内会と連

携して新聞等の資源ごみは通常のごみ収集車に出さず、資源回収業者に出す運動

を展開しており、さらなる実施対応を図ります。 

また、台所から出る残滓や野菜屑等で水分の多いものは、ひと絞りすることで

重量が相当軽くなり、これらの対策に、より多くの町民が取り組むことで大きな

効果が得られることから、今後も徹底した普及啓発に努めます。 

なお、自立プランにおいて、検討の対象とされた粗大ゴミの有料化については、

近隣市町の状況を勘案しながら、引き続き有料化に向けた検討を進めます。 

 

ごみ収集及び処理費用等の推移 
（単位：千円） 

区  分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

塵芥収集業務委託料 ２５,０１４ ２６,７３２ ２５,４５８ 

広域連合[渡島]負担金 ７０,７５４ ７２,９０７ ７３,５１３ 

広域連合[４町]負担金 １７,２９７ ２０,２９８ ２１,５５３ 

そ の 他 ２,９６８ ３,１８７ ３,１４５ 

合  計 １１６,０３３ １２３,１２４ １２３,６６９ 

    ※ 19・20 年度は決算額 21 年度は予算額 
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第３章 行政サービスの今後の方向性のあり方 
 

「第 1章の２の（１）役割分担の考え方と方向性」で示したように、これまで行政

主体で行われてきた事務事業等全般について、町民と行政の「協働」という観点から

役割分担を改めて見直さなければなりません。 

この章では、自立プランの基本理念や行財政改革における重点的対策等の考え方を

継承しながら、福島町まちづくり行財政推進プランにおける新たな行財政計画の策定

にあたって検討した「事務事業」「公共施設の運営」「補助金等」について、費用対効

果等を踏まえて、今後の方向性を①廃止すべきもの、②現状維持とすべきもの、③縮

小すべきもの、④拡大すべきもの、⑤独自削減を終了すべきものなどに整理しました。 

 

 

 

（１） 廃止と方向付けたもの 
 

整理№ 項    目 コメント 備考 

2 
施設管理 

福島生活改善センター 

後期実施計画に解体計画を登載してい
ますが、地域町内会等との十分な協議
調整を図ります。 
H18 予算  0 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △2,289 千円 
H21 予算 0 千円 

 

 

 

 

（２） 現状維持と方向付けたもの（事務事業) 
 

整理№ 項    目 コメント 備考 

3 人件費全般（非常勤特別職） 

会議の回数の減、委員会の統廃合によ
り減額を検討します。 
H18 予算 10,217 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算 11,358 千円 

 

7 連絡員制度 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 2,682 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 2,665 千円 

 

8 新年交礼会 

開催期日も含めて、民間と合同で開催

する方法を検討します。 

H18 予算 157 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △100 千円 

H21 予算 157 千円 

 

9 広報誌発行 

自立プランで部数削減しており、当面

は現状維持とします。 

H18 予算 1,088 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △75 千円 

H21 予算 1,196 千円 

 

10 防災体制整備事業 

ハザ－ドマップを後期実施計画に登載

していますが、その他の事業について

は、当面は現状維持とします。 

H18 予算 2,061 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △616 千円 

H21 予算 2,112 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

11 交通安全推進員体制 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,399 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △24 千円 

H21 予算 1,350 千円 

 

12 バス待合所管理事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,987 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △26 千円 

H21 予算 1,656 千円 

 

13 戦没者追悼式 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 297 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △142 千円 

H21 予算 263 千円 

 

14 敬老会 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,115 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △537 千円 

H21 予算 1,054 千円 

 

15 ふれあいスポーツ大会 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 228 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △344 千円 

H21 予算 199 千円 

 

16 児童遊具修繕 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 100 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △100 千円 

H21 予算 100 千円 

 

18 
不燃ごみのリサイクル推進による 

ごみ減量化運動 

（渡島西部四町負担金の軽減) 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 21,021 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △1,456 千円 

H21 予算 21,553 千円 

 

20 温泉優待事業（印刷） 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,392 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △450 千円 

H21 予算 46 千円 

 

21 寝たきり老人等介護手当支給事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,440 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △108 千円 

H21 予算 1,260 千円 

 

22 生きがいディサービス事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 7,841 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △745 千円 

H21 予算 7,260 千円 

 

23 ショートステイ事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,155 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △3,296 千円 

H21 予算 825 千円 

 

24 緊急通報体制等整備事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 30 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △162 千円 

H21 予算 20 千円 

 

25 予防接種事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 234 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △182 千円 

H21予算 1,150千円(H20より麻疹予防

接種年齢拡大による増) 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

26 エキノコックス症予防事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 158 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 132 千円 

 

27 妊婦一般健康診査 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 238 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △109 千円 

H21 予算 1,632 千円(検診回数 5 回か

ら 14 回に拡大した増) 

 

28 インフルエンザ予防接種 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 350 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △490 千円 

H21 予算 800 千円(一般会計と国保会

計負担割合の見直しによる増) 

 

29 日曜当番医制度 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 480 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △480 千円 

H21 予算 480 千円 

 

30 健康診査・がん検診 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 10,777 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △618 千円 

H21 予算 6,110 千円 

 

31 骨粗しょう症検診 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 170 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 170 千円 

 

32 脳ドック検診 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 960 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 960 千円 

 

33 リハビリ教室（機能回復訓練） 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 581 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 580 千円 

 

34 肺炎球菌予防接種 

当面は現状維持とします。 

H19 から国の頑張応援プロジェクト 
事業として新規事業 
H21 予算 2,800 千円 

 

35 
ふくしま健康横綱応援プロジェ

クト事業 

当面は現状維持とします。 
H20 から北海道の地域再生プロジェク
ト事業として新規事業 
H21 予算 4,642 千円 

 

36 福祉医療システム事業 
当面は現状維持とします。 
H21 からの新規事業 
H21 予算 1,116 千円 

 

37 漁港監視委託事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 760 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △40 千円 

H21 予算 760 千円 

 

38 熊等による被害対策事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 496 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △41 千円 
H21 予算 500 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

39 鏡山公園土俵整備事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 65 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △49 千円 
H21 予算 67 千円 

 

40 千代の富士杯相撲大会 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 195 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △152 千円 
H21 予算 195 千円 

 

41 横綱の里フェスティバル 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,991 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △1,166 千円 
H21 予算 1,979 千円 

 

42 
トンネルメモリアルパーク管理

事務 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 562 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算  644 千円 

 

43 除排雪事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 30,000 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算 30,000 千円 

 

44 河川清掃事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 212 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △4 千円 
H21 予算 198 千円 

 

45 ＡＥＴ（英語指導助手）招致事業 

指導助手のスケジュ－ル調整により、

町内諸行事とのさらなる効果的な連携

を図ります。 

H18 予算 5,114 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △710 千円 

H21 予算 5,121 千円 

 

46 遠距離通学生輸送業務 

学校統合後のスク－ルバス等の運行対

応の拡大を図ります。 

H18 予算 1,012 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △193 千円 

H21 予算 658 千円 

 

47 教育活動バス管理運行業務 

現状維持とするも、町職員による公用

車運転業務の拡大を図ります。 

H18 予算 500 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △67 千円 

H21 予算 456 千円 

 

48 学校行事等車輌借上 

公用車の利用拡大による経費節減を図

ります。 

H18 予算 578 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △231 千円 

H21 予算 578 千円 

 

49 就学援助事業（要保護・準要保護） 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 5,239 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △6 千円 

H21 予算 5,814 千円 

 

50 就園奨励事業（幼稚園分） 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,502 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △154 千円 

H21 予算 1,232 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

51 各学校夜警業務 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 2,080 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 

H21 予算 1,790 千円 

 

52 各学校除雪業務 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 2,361 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △339 千円 

H21 予算 1,671 千円 

 

53 学校開放事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 75 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △74 千円 

H21 予算 75 千円 

 

54 巡回劇場事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 384 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算 384 千円 

 

55 成人式行事 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 100 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △29 千円 

H21 予算 120 千円 

 

56 社会教育学級、講座 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 400 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △98 千円 
H21 予算 345 千円 

 

57 スポーツ文化賞表彰 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 75 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 60 千円 

 

59 青尐年の主張大会 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 27 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △44 千円 
H21 予算 23 千円 

 

60 高齢者学級 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 166 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △67 千円 
H21 予算 160 千円 

 

61 ブックスタート事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 80 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 70 千円 

 

62 図書館運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 2,901 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △6 千円 
H21 予算 3,099 千円 

 

63 町民体育祭 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 90 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △160 千円 
H21 予算 60 千円 

 

64 各種大会派遣事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 140 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △101 千円 
H21 予算 129 千円 

 

65 各種スポーツ教室・大会 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 500 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △101 千円 
H21 予算 481 千円 
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（２） 現状維持と方向付けたもの（施設管理） 
 

 

整理№ 項    目 コメント 備考 

1 役場庁舎管理事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 12,600 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △1,586 千円 
H21 予算 12,653 千円 

 

3 吉岡生活改善センター 

施設が使用可能である限り使用することで
検討します。 

H18 予算 654 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 ＋2千円 
H21 予算 637 千円 

 

4 岩部生活改善センター 

地域の防災拠点施設であり、災害対策等の施
設として必要不可欠であります。 

H18 予算 397 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △2千円 
H21 予算 404 千円 

 

5 生活館等管理事業及び会館の統廃合 

地域の人口規模・施設の老朽化等による維持

管理状況を判断しながら、町で整理のうえ、

町内会に方向性を示し、統廃合について検討

します。 

H18 予算 1,539 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △367 千円 

H21 予算 1,279 千円 

 

6 福島保育所運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 16,706 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △376 千円 
H21 予算 20,815 千円 

 

7 
墓地公園等管理事業 

（供花・供物の持ち帰り） 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 551 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △434 千円 
H21 予算 992 千円 

 

8 火葬場運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,348 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △56 千円 
H21 予算 4,229 千円 

 

9 生活支援ハウス運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 14,427 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △675 千円 

H21 予算 16,086 千円 

 

10 温泉健康保養センター運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 40,896 千円 自立プラン H17 
対比削減額 ＋537 千円 

H21 予算 41,574 千円 

 

11 
吉岡漁村環境改善総合センター運

営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 2,672 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △545 千円 

H21 予算 2,346 千円 

 

12 
福島漁村環境改善総合センター運

営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 486 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △178 千円 
H21 予算 529 千円 

 

13 みなと交流館管理運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 484 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △14 千円 
H21 予算 600 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

14 活性化センター管理運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 667 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △43 千円 
H21 予算 723 千円 

 

15 森林公園管理運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,504 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △600 千円 
H21 予算 1,462 千円 

 

16 横綱記念館管理運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 10,289 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △3,935 千円 
H21 予算 12,048 千円 

 

17 特産品センター管理運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,764 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △137 千円 

H21 予算 1,918 千円 

 

18 青函トンネル記念館運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 9,480 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △1,695 千円 

H21 予算 10,121 千円 

 

19 新緑公園管理運営事業 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 5,874 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △40 千円 

H21 予算 6,754 千円 

 

20 吉岡幼稚園運営事業 

当面は継続し、福島保育所における認定こど

も園の設置など、諸問題の解決や園児数の推

移を見ながら統廃合に向けた検討をします。 

H18 予算 3,419 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △309 千円 

H21 予算 3,323 千円 

 

21 福祉センター運営事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 14,039 千円 自立プラン H17 
対比削減額  ＋1,677 千円 
H21 予算 14,828 千円 

 

22 町民プール運営事業 

利用者増を図るため負担の軽減策、また、子
供達の安全確保に向けたプ－ルフロア増設
の必要性について検討を進めます。 

H18 予算 8,813 千円 自立プラン H17 
対比削減額  ＋711 千円 
H21 予算 7,740 千円 

 

23 総合体育館運営事業 

管理運営は現状維持としますが、委託料の縮
減検討に努めます。 

H18 予算 12,217 千円 自立プラン H17 
対比削減額 ＋890 千円 
H21 予算 10,111 千円 

 

24 ファミリースポーツ公園管理事業 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 4,141 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △827 千円 
H21 予算 5,372 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

25 学校給食センター運営事業 

減尐する生徒数等を考慮した施設規模の建

設を進めます。 

その間は現行どおりとします。 

H18 予算 25,541 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △17 千円 

H21 予算 25,890 千円 

 

 

 

 

（２） 現状維持と方向付けたもの（補助金等) 

 
 

整理№ 項    目 コメント 備考 

1 町内会連合会運営補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 315 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △35 千円 
H21 予算 315 千円 

 

2 交通安全運動推進協議会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 387 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △43 千円 
H21 予算 387 千円 

 

3 コミュニティ運動推進協議会補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 45 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △5千円 
H21 予算 45 千円 

 

4 産業活性化サポ－ト事業補助金 

事業の必要性を広く町民から理解が得られ
るようにするとともに、より有効的な活用が
図られるよう、運用規定の精査を進めます。 

H18 予算 300 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △1,700 千円 
H21 予算 300 千円 

 

5 町社会福祉協議会補助金 

当面は現状維持とします。 

H18 予算 1,362 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △40 千円 
H21 予算 1,240 千円 

 

6 民生委員協議会補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,901 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算 1,895 千円 

 

7 老人クラブ運営費補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,160 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △129 千円 
H21 予算 1,160 千円 

 

8 ごみ減量化対策推進事業補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 250 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  ＋250 千円 
H21 予算 250 千円 

 

9 身体障害者福祉協会補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 64 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △7千円 
H21 予算 64 千円 

 

10 母子寡婦会補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 61 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △7千円 
H21 予算 61 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

11 心身障害児等通園補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 188 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 88 千円 

 

12 町障害児施設利用者助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 188 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 100 千円 

 

13 手をつなぐ親の会補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 39 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △4千円 
H21 予算 39 千円 

 

14 
福島町水産加工組合振興協議会 

運営補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 360 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △40 千円 
H21 予算 360 千円 

 

15 農村生活改善グループ助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 30 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △20 千円 
H21 予算 30 千円 

 

16 町職業援護相談所補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 429 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △47 千円 
H21 予算 380 千円 

 

17 街路灯設置補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 60 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △30 千円 
H21 予算 60 千円 

 

19 教育関係団体等助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,400 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △189 千円 
H21 予算 1,210 千円 

 

20 中体連参加助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 500 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △85 千円 
H21 予算 500 千円 

 

21 小学校体育連盟助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 150 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △20 千円 
H21 予算 100 千円 

 

22 函館地区吹奏楽コンクール参加助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 80 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △10 千円 
H21 予算 80 千円 

 

23 各種大会参加助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,500 千円 自立プラン H17 
対比削減額  0 千円 
H21 予算 1,000 千円 

 

24 福島商業高等学校新規入学者奨励金 

現状を維持するも、学校存続検討委員会の意
見を踏まえた奨励拡大の検討を進めます。 

H18 予算 1,200 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △30 千円 
H21 予算 1,200 千円 

 

25 福島商業高等学校通学定期補助金 

現状を維持するも、町外を含む通学者支援
の拡大に向けた検討を図ります。 
H18 予算 500 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △572 千円 
H21 予算 228 千円 

 



21 

 

整理№ 項    目 コメント 備考 

26 友好町村交流事業助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 1,400 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △500 千円 
H21 予算 1,000 千円 

 

27 福島町就学指導委員会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 34 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 34 千円 

 

28 渡島地区予選会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 100 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △50 千円 
H21 予算 100 千円 

 

29 私立幼稚園管理運営費補助金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 500 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △58 千円 
H21 予算 500 千円 

 

30 福島町女性の会 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 72 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △18 千円 
H21 予算 72 千円 

 

31 町ＰＴＡ連合会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 267 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △30 千円 
H21 予算 267 千円 

 

32 町文化団体協議会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 81 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △9千円 
H21 予算 81 千円 

 

33 町子ども会育成連絡協議会助成金 

組織体系を検討し、参加しやすい状況を図り
ます。 

H18 予算 68 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 68 千円 

 

34 文化祭実行委員会助成金 

出展者の高齢化もあり、イベントとして縮小
傾向にはあるが、今後の実施内容と合わせて
助成策の拡大を検討します。 

H18 予算 90 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 90 千円 

 

35 成人式実行委員会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 140 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 140 千円 

 

36 
【町指定文化財】 
松前神楽保存会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 71 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 71 千円 

 

37 
【町指定文化財】 
白符荒馬踊保存会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 36 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 36 千円 

 

38 町体育指導委員協議会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 62 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 35 千円 
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整理№ 項    目 コメント 備考 

39 町体育協会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 435 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △48 千円 
H21 予算 435 千円 

 

40 町尐年体育連盟助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 220 千円 自立プラン H17 対比 
削減額  0 千円 
H21 予算 220 千円 

 

41 南北海道駅伝競走大会助成金 

当面は現状維持とします。 
H18 予算 858 千円 自立プラン H17 対比 
削減額 △96 千円 
H21 予算 858 千円 

 

 

 

 

（３） 縮小と方向付けたもの（事務事業) 

 

整理№ 項    目 コメント 備考 

17 
塵芥処理事業 

（収集業務、ごみ袋関係） 

収集車の活用期間延長と、粗大ゴミの

有料化を検討します。 

H18 予算 28,213 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △937 千円 

H21 予算 28,603 千円 

町づくり推進委員

会で今後、検討し

ます。 

19 
燃えるごみの減量化運動 

（渡島広域連合負担金の軽減） 

ゴミ処理量を減らす工夫を検討しま

す。 

H18 予算 81,960 千円 自立プラン H17
対比削減額 △587 千円 

H21 予算 75,513 千円 

〃 

 

 

 

（４） 拡大と方向付けたもの（事務事業） 
 

整理№ 項    目 コメント 備考 

58 読書感想文・画コンクール 

作品の冊子作成に伴う印刷代を増額し、

活動の強化を検討します。 

H18予算 73千円 自立プランH17対比 
削減額 △164 千円 

H21 予算 77 千円 

２２年度から 

＋３８０千円 

 

 

 

（４） 拡大と方向付けたもの（補助金等） 
 

整理№ 項    目 コメント 備考 

18 街路灯電気料補助金 

補助率を上げることとし、各町内会会
計実情を踏まえて実施します。 
(補助率 50%→75%にアップします。) 
H18 予算 1,680 千円 自立プラン H17 
対比削減額 △912 千円 
H21 予算 1,700 千円 

実情調査後実施
します。 

２２年度から 

＋８５０千円 
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（５） 特例期間切れによる独自削減が終了したと方向付けたもの 

 

整理№ 項    目 コメント 備考 

1 
(事務事業) 

人件費全般 

（特別職～三役） 

給料は、平成１５年度及び平成１６年度の２度にわた

り、役職によって８％から１８％削減して現在に至って

いることから、給料は現行どおりとします。 

なお、期末手当年間 0.7 月分の 4年間（H18～H21）の

独自削減は、平成 21 年度をもって終了とします。 

 

2 
人件費全般 

（議員報酬・手当） 

歳費等は、平成１７年度に報酬平均３％及び平成１９

年９月からは、定数１２人にし、報酬を１０人分で賄う

こととして大幅に削減して現在に至っています。 

 議員定数及び歳費の改定につきましては、福島町議会

基本条例の規定に基づき、議員による提案になります。 

 なお、期末手当については、特別職に準じた回復措置

対応とします。 

 

4 人件費全般（一般職） 

給与は、平成１７年度において、給料は一律８％、期

末手当は０.７月分の独自削減を行い、平成１８年度か

らは平成２１年度までの４年間を特例期間する、給料一

律５％、期末手当年間０.７月分の独自削減を実施し現

在に至っています。 

なお、当該独自削減は、平成２１年度をもって終了と

します。 

今後は、財政見通しを注視し、人事院勧告に準拠した

給与を原則とし、職員定員適正化計画に基づく職員体制

進めます。 

 

5 
常備・非常備消防 

体制維持 

福島消防署の負担金（職員の給与）については、町職

員の取り扱いと連動した方向で進めます。 
 

 

 

 

（６） 臨時職員の賃金で一部回復すべきと方向付けたもの 

 

整理№ 項    目 コメント 備考 

6 

(事務事業) 
臨時職員（手当） 

臨時職員の処遇については、一般職の人件費削減に連

動して、多くの職種で月額賃金から日額賃金に移行した

経緯があります。その際、新たに日額賃金での手当の規

定を設け現在に至っています。 

 一般職等の対応に準じ、日額賃金の臨時職員の手当に

おいて一定の改善を図ります。 
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第４章 財政推計について 
 

  「福島町まちづくり行財政推進プラン」における財政推計は、次のとおりでありま

す。 

 

１ 現状の財政推計について 

平成２１年４月１日より施行された「福島町まちづくり基本条例」に基づく「財

政計画の策定」は、財政計画を策定する上で財政収支の見通しが重要となることか

ら、平成２３年１０月時点における平成２２年度から平成２６年度までの財政推計

を行うものです。 

 

（１）財政推計の方法 

 

（ア）基本的な考え方 

 

財政推計にあたっては、「第４次福島町総合開発計画」を基軸にしながら、現

行の国・道の制度を用いることとし、現政権下のマニフェストにおける政策的視

点や今後の経済成長などは考慮しない画一的な推計としています。 

歳入歳出いずれも人口により推計が変動するものについては、推計人口に基づ

く推計とし、経常的なものについては、計画当初は平成２１年度当初予算をベー

スとし、以降は逐次ローリング作業において決算ベースへ移行し、当該年度以降

同額としております。 

 

（イ）各項目の主な推計方法 

  

① 人口について                        （単位：人） 

区分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

4月 1日 

住基 
6,158 5,910 5,708 5,549 5,398 5,303 5,120 4,973 4,857 4,682 

国調人口 6,795 5,897 5,116 

平成 16 年度の合併協議時の㈱ぎょうせいによる人口推計伸び率を、平成 23 年 3月 31 日の実数へ乗じて算出 

Ｈ１７～Ｈ２３は実数 

 

② 歳入について 

 

◇町 税 

・個人町民税は推計人口により、固定資産税は過去３年間の伸び率による推計。 

・その他は平成２２年度実績及び平成２３年度決算見込に対する人口割合による 

推計。 

 

◇交付税 

・平成２２年度実績を基礎とし、平成２３年から平成２６年までは国勢調査の速報

値５，１１６人て算定。また、単位費用を平成２４年から平成２６年の間は平成

２３年の実績額を使用。 

 

◇その他 

平成２２年度決算額及び平成２３年度見込額をベースとし、以降同額として推計。 
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③ 歳出について 

 

◇人件費 

・職員は定員適正化計画により推計（福島町組織機構再編計画により見直し数値を

適用）。 

・独自削減は特例期間が終了したとして推計。 

・特別職と議員の期末手当は、当該年度の人事院勧告に基づく削減を加味して推計。 

・一般職給与は、当該年度の人事院勧告及び福島町組織機構再編計画に基づき推計。 

 ・日額賃金の臨時職員の手当は一般職等の対応に準じて一定の改善額をもって推計。 

 ・議員の定数は１１人とし、歳費についても平成２３年７月に改正した額で推計。 

 

◇公債費 

・後期実施計画に基づき、予想される起債借入れ見込みにより元利償還金を推計。 

 

◇普通建設事業費 

「第４次総合開発計画後期実施計画」により推計。 

 

◇その他 

平成２２年度決算額及び平成２３年度見込額をベースに増減が予想されるもの

を加味して推計。 

 

 

  ④ 財政推計表について 
 

                            （単位：百万円） 

区  分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

歳  入 3,690 3,767 3,136 3,234 3,543 

歳  出 3,594 3,767 3,245 3,409 3,698 

うち建設費 318 625 290 508 557 

不 足 額 97 0 △109 △213 △155 

 

財
調
基
金 

４／１ 1,117 1,397 1,526 1,417 1,204 

積  立 280 129    

取  崩   109 213 155 

年度末 1,397 1,526 1,417 1,204 1,049 
 

・参考資料別表１ 平成２３年度以降の科目別財政推計表（平成２３年１０月時点） 
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● 検証の実施とむすび 
 

 

 ｢福島町自立プラン｣策定においては、多くの町民の方々に委員を務めていただき、

｢財政計画に関する事項｣と｢その他行財政の運営に関する事項｣を中心に検討がな

され、その結果として、計画を上回る財政効果が生まれております。 

 こうしたことから、新たなプラン策定においても、｢福島町自立プラン｣より引き

継いだ基本理念や行財政改革における重点的な対策等の考え方を継承しながら、町

民の協働・参画を図るため、｢福島町まちづくり推進会議｣に諮問し、多くの時間を

かけて議論いただいたうえで、「福島町まちづくり行財政推進プラン」として答申

を得たところです。 

今後の行政推進にあたっては、町民との「協働」の精神のもと、「まちづくり基

本条例」に基づく「町政の進展」や「福島町の将来」について、町民の皆様より「提

言」や「提案」をいただき、第４次福島町総合開発計画の登載事業や行政改革大綱

などの計画と整合性をもって、その計画と実効性についても「検証」・「行政評価」

を加えながら展開に努めるとともに、長期的な展望に立った財政状況を考慮した場

合、将来を見越した行財政運営に取り組み、持続可能な行政推進に努めます。 

なお、行政評価については、新たなシステムを導入し、予算策定時点に細目ごと

の説明資料を作成して、決算時にも資料として活用するとともに、事業の目的や役

割、費用に対する効果を明確にして、検証効果が効率的かつ効果的に反映されるよ

う対応してまいります。 

今後も、町民の皆様の財政状況等に対する共通理解を得るとともに、協働のまち

づくりに取り組む姿勢を持って町政へ参画いただきながら、まちが一体となった

「まちづくり行財政推進プラン」による健全な行財政の推進を図ってまいります。 

 


